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トピックス2 京都議定書に代わる枠組への工程に関する国際合意
　地球温暖化防止に向けて、新興国を含む温室効
果ガスの主要排出国が削減義務を負う新たな国際
的枠組みに移行する工程が、2011 年 11 月 28 日か
ら 12 月 11 日まで南アフリカ共和国のダーバンで
開催された気候変動枠組条約第 17 回締約国会議
（COP 17）にて合意された1、2）。
　今回の合意内容は、温室効果ガスの主要な排出
国が法的拘束力のある排出削減義務に参加する新
たな枠組を 2020 年に発効することを目指し、遅くと
も 2015 年までにそれを採択するという工程である。
　現行の京都議定書では、温室効果ガスの排出量
のそれぞれ第 1・2 位を占める中国・米国が削減義
務を負っておらず、実効性への疑問と不公平性が
指摘されていた。また、京都議定書では新興国は
削減義務を負っていないが、今後は温室効果ガス
の排出量の多くを新興国が占めるようになり、新
興国における温暖化対策が気候変動の帰趨を大き
く左右するようになるとみられている3）。そうした
中で、京都議定書の第一約束期間満了後の 2013 年
以降の国際的な温暖化対策枠組みである「ポスト
京都議定書」に向けての協議が 2005 年の COP11
（モントリオール）以来行われてきたが4）、今回よ
うやく今後の工程が合意された。
　今回の合意の意義は、中国・米国の削減義務へ
の参加と、新興国の排出量が野放しに増加するこ
とへの歯止めに、一定の道筋がつけられたことに
ある。
　一方、COP7 と並行して行われた京都議定書第 7
回締約国会合（MOP7）では、2013 年 1 月から京
都議定書の第二約束期間に入ることが合意された。
第二約束期間の期間は、新しい枠組への移行を視
野に 2013 年からの 5 年または 8 年としている。な
お、我が国を含む複数の先進国は、法的な削減義
務は負わないこととし、その旨が合意内容に明記
された。
　今後、両会議では、新たな枠組みに係る法的文
書の作成作業や第二約束期間に係る新規目標の設
定が行われる。
　2011 年 12 月、地球温暖化防止に向けて、南アフリカ共和国のダーバンで開催された気候変動枠組
条約第 17 回締約国会議（COP 17）において、新興国を含む温室効果ガスの主要排出国が削減義務
を負う新たな国際的枠組みへの移行工程に関して合意された。現行の京都議定書に代わる、法的拘束
力のある排出削減義務の新たな枠組みが 2020 年に発効されることを目指すことになった。これによ
り、中国・米国の削減義務への参加と、新興国の排出量の野放しな増加に歯止めをかける道筋がつけ
られた。今後は、新たな枠組みに係る法的文書の作成作業などが行われる
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